
社会福祉法人　神戸老人ホーム
別紙１

1．継続事業の前提に関する注記

該当なし

2．重要な会計方針

（1）　有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券等は、償却原価法（定額法）により評価している。

② 上記以外の有価証券で時価のあるものについては、決算日の市場価格に基づく時価法

により評価している。

（2）　固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法による減価償却を実施している。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法による減価償却を実施している。

③ リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産ファイナンス・リース取引にかかるリース資産について、定額法及び定率法による

減価償却を実施している。

（3）　引当金の計上基準

① 退職給付引当金

期末退職金要支給額（神戸市民間社会福祉事業従事者共済会約定給付額から、

被共済職員個人が拠出した掛金累計額を控除した金額）を退職給付引当金に

計上している。

② 賞与引当金

決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち、

当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金として計上している。

③ 徴収不能引当金

毎会計年度末において徴収することが不能な債権を個別に判断し、当該債権を

徴収不能引当金に計上している。また、一般債権については、過去の徴収不能額

の発生割合に応じた金額を徴収不能引当金として計上している。

 (4) 　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成26年3月31日

　　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　　よっている。

②　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

3．重要な会計方針の変更

該当なし

4．法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職共済制度と

神戸市民間社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

5．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（1）　法人全体の計算書類

（2）　事業区分別内訳表

計算書類に対する注記（法人全体用）

（　会計基準省令第一号第一様式、　第二号第一様式、　　第三号第一様式　）

（　会計基準省令第一号第二様式、　第二号第二様式、　　第三号第二様式　）
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（3）　社会福祉事業における拠点区分別内訳表

（4）　公益事業における拠点区分別内訳表

（5）　収益事業における拠点区分別内訳表

※但し、当法人では収益事業は拠点が一つのため、作成していない。

（6）　各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　法人本部拠点（社会福祉事業）

　法人本部

イ　養護老人ホーム　住吉苑拠点（社会福祉事業）

　養護老人ホーム

　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護

　訪問介護

　居宅介護（廃止）

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

　夜間対応型訪問介護

ウ　特別養護老人ホーム　光明苑拠点（社会福祉事業）

　介護老人福祉施設

　短期入所生活介護

　通所介護

　居宅介護支援

エ 特別養護老人ホーム　友愛苑拠点（社会福祉事業）

　介護老人福祉施設

　短期入所生活介護

　通所介護

　居宅介護支援

オ ケアハウス　ゆうあい拠点（社会福祉事業）

　軽費老人ホーム

　特定施設入居者生活介護

カ 特別養護老人ホーム　かもこの風拠点（社会福祉事業）

　介護老人福祉施設

　短期入所生活介護

キ 住吉北部あんしんすこやかセンター拠点（公益事業）

　介護予防支援

　地域包括支援

ク 御影北部あんしんすこやかセンター拠点（公益事業）

　介護予防支援

　地域包括支援

ケ 太陽光発電事業拠点（収益事業）

　住吉太陽光発電

　鴨子ケ原太陽光発電

（　会計基準省令第一号第三様式、　第二号第三様式、　　第三号第三様式　）

（　会計基準省令第一号第三様式、　第二号第三様式、　　第三号第三様式　）

（　会計基準省令第一号第三様式、　第二号第三様式、　　第三号第三様式　）
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6．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

7．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

8．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円

（ 鴨子ケ原三丁目38番1 円）

　

建物（基本財産） 円

（ 鴨子ケ原二丁目23番15 円）

（ 鴨子ケ原二丁目23番19 円）

（ 鴨子ケ原三丁目38番1 円）

計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

（ 独立行政法人　福祉医療機構 円）

（ 独立行政法人　福祉医療機構 円）

計 円

9．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

922,651,917

10,976,379

合　　計 6,049,472,822 3,331,918,121 2,717,554,701

合　　計 3,056,130,293 11,852,500

289,000,000

土地 467,581,707 0 0 467,581,707

投資有価証券

建物 2,588,548,586 11,852,500 132,644,123

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,935,338,670

2,467,756,963

0 0 0 0

定期預金 0 0 0 0

132,644,123

181,928,164

　車輛運搬具 48,774,679

　器具及び備品 499,028,007 317,099,843

40,816,679 7,958,000

289,000,000

553,198,921

　建　物 34,549,554 23,573,175

　有形リース資産 2,569,226 2,569,226 0

取得価額

1,711,756,474

2,000,756,474

　建　物（基本財産） 5,273,358,721 2,805,601,758 2,467,756,963

996,232,000

勘定科目

235,905,636

928,732,000

減価償却累計額 当期末残高

67,500,000

　構築物 191,192,635 142,257,440 48,935,195
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10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

※1

※1 　H25年(ワ)第1391号 損害賠償請求事件判決にかかる債権。

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

修繕積立資産及び施設整備等積立資産に計上している満期保有目的の債券の内訳

並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

※時価情報基準日　令和7年3月31日

12．関連当事者との取引の内容

① 関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

該当なし

② 取引条件及び取引条件の決定方針等

該当なし

13．重要な偶発債務

  該当なし

14．重要な後発事象

  該当なし

15．合併又は事業の譲渡若しくは譲受けが行われた場合には、その旨及び概要

  該当なし

16．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

  該当なし

評価損益

合　　計

帳簿価額

350,000,000 343,980,000

時　価種類及び銘柄

-6,020,000

事業未収金 328,699,142 1,534,373

資産の種類 債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

その他の流動資産 84,770,764 84,770,764 0

合　　計 413,469,906 86,305,137 327,164,769

327,164,769

ソフトバンクグループ
第3回無担保社債（劣後特約付）

ソフトバンクグループ
第3回無担保社債（劣後特約付）

ソフトバンクグループ
第3回無担保社債（劣後特約付）

ソフトバンクグループ
第5回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債
（劣後特約付）

50,000,000 48,590,000 -1,410,000

100,000,000 96,860,000 -3,140,000

50,000,000 48,590,000 -1,410,000

150,000,000 149,940,000 -60,000
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